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１ 人口、産業等の統計資料 
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産業大分類別・事業所数の推移（平成18年～26年） 

 

 

 

資料）平成18年：事業所統計        ※平成18年は郵便業が含まれていない 

         平成21年・26年：経済センサス 
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産業大分類別の従業者数の推移（平成18年～26年） 

 

 

資料）平成18年：事業所統計        ※平成18年は郵便業が含まれていない 

         平成21年・26年：経済センサス 
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産業大分類別の事業所数の比較（平成26年） 

 

 

資料） 平成26年経済センサス-基礎調査 
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産業大分類別の従業者数の比較（平成26年） 

 

 

資料） 平成26年経済センサス-基礎調査 
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産業大分類別の事業所数の比較（平成21年） 

 

 

資料） 平成21年経済センサス-基礎調査 
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産業大分類別の従業者数の比較（平成21年） 
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産業大分類別の事業所数の比較（平成18年） 

 

 

 

資料） 平成18年事業所統計 
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産業大分類別の従業者数の比較（平成18年） 

 

資料） 平成18年事業所統計 
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産業大分類別の売上高の比較 
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南部・大型小売店（店舗面積1,000㎡超）の店舗数と店舗面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）2010・2017全国大型小売店総覧（東洋経済） 
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南部・3,000㎡以上の大型小売店の立地件数一覧（数値は店舗面積） 
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製造業の主要業種別構成比較（平成26年） 

 

資料） 平成26年経済センサス 

製造業の平均規模比較（平成26年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料） 平成26年経済センサス 
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卸売業＆小売業の事業所数・従業者数・年間販売額等（平成26年） 

 

 

資料） 平成26年商業統計 
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運輸業＆卸売業における事業所数と従業者数の比較 

 

 

資料） 平成26年経済センサス-基礎調査 
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運輸業＆卸売業における事業所数の比較 

資料） 平成 26年経済センサス-基礎調査 
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運輸業＆卸売業における従業者数の比較 

 
資料） 平成 26年経済センサス-基礎調査 
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全産業における存続・新設・廃業事業所（民営）の比較（全国・沖縄県） 

 

（注：総務省統計局によれば、「新設」は平成 26 年調査時に存在した事業所で平成 24 年時には把握さ           

れていなかった事業所を指します。従って他の場所から移転して現在地に新設された事業所を含む場合がありま

す。同様に「廃業」も他の場所に移転して当該地に存在しなくなった事業所を含む場合があります。下記、同様。） 
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全産業における存続・新設・廃業事業所（民営）の比較（糸満市） 
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製造業における存続・新設・廃業事業所の比較 
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卸売業・小売業における存続・新設・廃業事業所の比較 
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運輸業・郵便業、宿泊業・飲食サービス業における存続・新設・廃業事業所の比較 
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２ 物流センター関係資料 

 

（１）物流センターの一般解について 

 

出展：「大都市戦略と物流施設整備」国交省（平成27年4月、国交省・大都市戦略検討委員会） 

 

①流通は「商取引流通」と「物的流通」の二つの側面を持つ      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②都市の物流システムは下記の通り 

※国交省「大都市戦略と物流施設整備」（平成27年4月）より 
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③広域物流拠点は都市の中心市街地を避け郊外地が適地  

※東京都市圏交通計画協議会「東京都市圏物資流動調査」より 

④物流センターのタイプ          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「大都市戦略と物流施設整備」（平成27年4月国交省・大都市戦略検討委員会）より 
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⑤物流タイプ別の最適位置 

 

◇コストパフォーマンスからみた条件（物流センター立地企業からみた） 

 ・配送コスト・施設コスト・総コストと都心からの位置との関係から見た 

  距離の適地性（都心から10km近辺）が高いと見られる 

  ※下図の東方面（赤枠）のグラフ参照 

物流タイプ別の最適数と最適位置 

資料）「大都市戦略と物流施設整備」（平成27年4月国交省・大都市戦略検討委員会） 

 注）上記グラフで「東方面」よりは「西方面」のほうが地価が高い想定となっている。 

 

都市人口別と流通団地規模との関

係 

 

左図は、次頁に掲載した「物流業務団地」

の人口と流通団地の規模をグラフにしたも

のです。 

糸満市の位置づけから全国的に多い事例

の中に含まれることが分かります。 

※青色：各地の流通団地 

 赤色：糸満市計画団地 
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（２）物流センターの事例について 

①国内の「物流業務団地」の事例 

 

注 （ ）書きは予定を示す。 
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②国内の主な物流センターの事例 
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③海外の主な物流センターの事例 
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３ 公共交通ターミナル関係資料 

 

（１）公共交通ターミナルの事例について 

1）交通結節点の考え方                  ※愛知県みよし市ＨＰより 

交通路線が集中し、発着する所を「ターミナル」といいますが、人や物の輸送において、

複数の同種あるいは異種の交通手段の接続が行われる場所、複数の交通モード間の不連続点

のことを結節点と言います。 

 



-33- 

２）結節点の機能例 
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３）結節点の機能構成の例 
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４ 糸満市物流団地整備に係る企業意向調査報告書 

 

糸満市物流団地に係る企業⽴地意向調査 
 

１.調査の概要 

（１）調査の目的 

 本調査は、計画地区のうち「物流団地地区」への企業の立地意向等を把握することを目

的としています。 

 

（２）調査対象者 
 沖縄本島内の流通関連事業所及び県外事業所 418 件を調査対象者としています。 

 

（３）抽出方法 

   「平成 29 年度東商企業要覧（沖縄県）」の営業種目に「卸売・小売」を含む事業所と、

「運輸要覧（平成 29 年 12 月）」の「倉庫業者一覧表」等から抽出しました。 

 

（４）調査期間及び調査手法 
 調査期間：【第１期調査】平成 30年 2月 06 日（火）～ 平成 30年 2月 23 日（金） 

      【第２期調査】平成 30年 3月 27 日（火）～ 平成 30年 4月 13 日（金） 

 調査手法：郵送による配布・回収 

※「郵送による配布回収」以外の事業所も調査対象者とするため、糸満市ホームページに

アンケート調査票を掲載し、ＦＡＸ・メールでも調査票の提出を受け付けました。 

 

（５）郵送等による回収状況 
配 布 件 数： 424 件  
有効回収数： 150 件（内６件を FAX・メール等、郵送以外で回収） 

有効回収率： 35.4％  
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２.調査の結果 

本社所在地 
北部 中部 南部（糸満市除く） 糸満市 県外 

 
 本社所在地は「南部（糸満市除く）」が４割強（44.7％,67 件）と多く、次いで「中部」

（40.0％,60 件）、「糸満市」（11.3％,17 件）、「北部」（3.3％,５件）となっています。また、

県外事業所の回答もわずか（0.7％,１件）に見られます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

北部

3.3

中部

40.0

南部
（糸満市除く）

44.7

糸満市

11.3

県外

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

割合（％）

本社所在地 N=150

※ 北部：国頭村、今帰仁村、本部町、大宜味村、東村、名護市、金武町、宜野座村、恩納村 
  中部：うるま市、沖縄市、読谷村、嘉手納町、北谷町、北中城村、中城村、西原町、 
      宜野湾市、浦添市  
  南部：那覇市、南風原町、豊見城市、八重瀬町、南城市、与那原町 
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Ｑ１ 貴社の業種は何ですか。最も近いものを選んで下さい。（○は１つ） 

1. 道路貨物運送業 ２. 水運業 ３. 航空運輸業 

４. 倉庫業 ５. 各種商品卸売業 ６. 繊維・衣服等卸売業 

7. 飲食料品卸売業 8. 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 

9. 機械器具卸売業 10. その他の卸売業 11. 各種商品小売業 

12. 織物・衣服・身の回り品小売業 13. 飲食料品小売業 

14. 機械器具小売業 15. その他の小売業 16. 無店舗小売業 

 
 業種別に見ると、「７．飲食料品卸売業」（12.7％）と多く、次いで「10.その他の卸売業」

（12.0％）、「15.その他の小売業」（11.3％）、「５．各種商品卸売業」（10.7％）、「８．建築

材料、鉱物・金属材料等卸売業」（10.7％）、「１．道路貨物運送業」（10.0％）となってい

ます。また、産業中分類別で見ると、『卸売業』（５～10）が５割強（54.8％）と最も多く、

『小売業』（11～16）が２割強（24.6％）、『運輸業』（１～４）が２割（20.0％）となってい

ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■流通関連業者の産業中分類（参考） 
 
 
  

I 卸売業、小売業
50 各種商品卸売業
51 繊維・衣服等卸売業
52 飲食料品卸売業
53 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業
54 機械器具卸売業
55 その他の卸売業
56 各種商品小売業
57 織物・衣服・身の回り品小売業
58 飲食料品小売業
59 機械器具小売業
60 その他の小売業
61 無店舗小売業

H 運輸業、郵便業
42 鉄道業
43 道路旅客運送業
44 道路貨物運送業
45 水運業
46 航空運輸業
47 倉庫業
48 運輸に附帯するサービス業
49 郵便業（信書便事業を含む）

１

10.0

２

2.7

３

2.0

４

5.3

５

10.7

６

0.7

７

12.7

８

10.7

９

8.0

10

12.0

11

9.3

12

1.3

13

0.7

14

2.0

15

11.3

16

0.0

17

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

Ｑ１ 業種

１．道路貨物運送業 ２. 水運業
３. 航空運輸業 ４. 倉庫業
５. 各種商品卸売業 ６. 繊維・衣服等卸売業
７．飲食料品卸売業 ８．建築材料、鉱物・金属材料等卸売業
９．機械器具卸売業 10. その他の卸売業
11. 各種商品小売業 12. 織物・衣服・身の回り品小売業
13. 飲食料品小売業 14. 機械器具小売業
15. その他の小売業 16. 無店舗小売業
17.その他

割合（%）

N=150
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Ｑ２ 貴社の従業員は何人ですか。（○は１つ） 

1. 10 人以下 ２. 11～30 人 ３. 31～50 人 

４. 51～100 人 ５. 101～200 人 ６. 200 人以上 

 
 従業員規模を見ると、「２．11～30 人」が３割強（34.7％）と多く、次いで「４．51～100

人」（19.3％）、「１．10 人以下」（14.0％）、「３．31～50 人」（12.7％）、「５．101～200 人」

（11.3％）となっており、従業員数 100 以下の事業所が約８割（80.7％）を占めています。 

 

業種別で見ると、『運輸業』と『小売業』で「６．200 人以上」の回答がありますが、４

業種中３業種で「６．200 人以上」に回答が見られた『運輸業』は従業員規模が大きい業種

が多いことが伺えます。また、従業員数が 100 人以上の事業所を見ると『運輸業』が３割

（30.0％）と多く、次いで『小売業』が３割弱（27.0％）、『卸売業』が１割未満（8.5％）

となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■業種別従業員規模数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１

14.0

２

34.7

３

12.7

４

19.3

５

11.3

６

6.0

無回答

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

Ｑ２ 従業員数

１．10人以下 ２．11～30人 ３．31～50人 ４．51～100人 ５．101～200人 ６．200人以上 無回答

割合（%）

N=150

運輸業
100人以下 100人以上 無回答 合計

件数 21 9 0 30
割合（％） 70.0 30.0 0.0 100.0

卸売業
100人以下 100人以上 無回答 合計

件数 74 7 1 82
割合（％） 90.2 8.5 1.2 100.0

小売業
100人以下 100人以上 無回答 合計

件数 25 10 2 37
割合（％） 67.6 27.0 5.4 100.0

その他
100人以下 100人以上 無回答 合計

件数 1 0 0 1
割合（％） 100.0 0.0 0.0 100.0
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Ｑ２:従業員数 × Ｑ１:業種 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

■中小企業の定義
小規模企業者

資本金の額又
は出資の総額

常時使用する
従業員の数

常時使用する
従業員の数

①製造業、建設業、運輸業
その他の業種（②～④を除く）

３億円以下 300人以下 20人以下

②卸売業 １億円以下 100人以下 ５人以下
③サービス業 5,000万円以下 100人以下 ５人以下
④小売業 5,000万円以下 50人以下 ５人以下

出典：中小企業庁

業種

中小企業者

※従業員と資本金によって中小企業者および小規模企業者に分類されるため、本調査では参考までに従

業員規模別で示しています。 
※大企業および零細企業には明確な定義はありません。 

１．10
人以下

２．11
～30人

３．31
～50人

４．51～
100人

５．101
～200人

６．200
人以上

無回答

150 21 52 19 29 17 9 3
100.0 14.0 34.7 12.7 19.3 11.3 6.0 2.0

15 0 1 2 8 2 2 0
100.0 0.0 6.7 13.3 53.3 13.3 13.3 0.0

4 0 2 0 1 0 1 0
100.0 0.0 50.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0

3 0 1 0 0 2 0 0
100.0 0.0 33.3 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0

8 2 0 1 3 1 1 0
100.0 25.0 0.0 12.5 37.5 12.5 12.5 0.0

16 4 10 1 0 1 0 0
100.0 25.0 62.5 6.3 0.0 6.3 0.0 0.0

1 1 0 0 0 0 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

19 1 9 4 3 2 0 0
100.0 5.3 47.4 21.1 15.8 10.5 0.0 0.0

16 3 8 2 1 1 0 1
100.0 18.8 50.0 12.5 6.3 6.3 0.0 6.3

12 4 3 2 3 0 0 0
100.0 33.3 25.0 16.7 25.0 0.0 0.0 0.0

18 3 7 1 4 3 0 0
100.0 16.7 38.9 5.6 22.2 16.7 0.0 0.0

14 1 5 2 1 2 2 1
100.0 7.1 35.7 14.3 7.1 14.3 14.3 7.1

2 0 0 0 0 1 0 1
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0

1 1 0 0 0 0 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 0 2 0 1 0 0 0
100.0 0.0 66.7 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0

17 1 4 4 3 2 3 0
100.0 5.9 23.5 23.5 17.6 11.8 17.6 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 1 0 0 0
100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

合　計

Ｑ２ 従業員数

全　　体

属性

上段：実数

下段：横％

業
　
種

運
輸
業

１．道路貨物運送業

３. 航空運輸業

卸
売
業

５. 各種商品卸売業

小
売
業

10. その他の卸売業

13. 飲食料品小売業

４. 倉庫業

２. 水運業

６. 繊維・衣服等卸売
業

８．建築材料、鉱物・金
属材料等卸

７．飲食料品卸売業

９．機械器具卸売業

11. 各種商品小売業

14. 機械器具小売業

12. 織物・衣服・身の
回り品小売業

16. 無店舗小売業

15. その他の小売業

17.その他
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Ｑ３ 貴社で取り扱いのある主な品目は何ですか。（○は３つまで） 

1. 食料・飲料 ２. 衣服・繊維製品 ３. 木材・木製品 

４. 事務用品・家具 ５. 紙・紙加工 ６. 石油・石炭製品 

７. プラスチック製品 ８. ゴム製品 ９. 皮製品 

10. 窯業・土石製品 11. 鉄鋼・非鉄金属 12. 金属製品 

13. 一般機械器具（産業機械等） 14. 輸送機器（車両、タイヤ等） 15. 厨房機器・器具 

16. 消防・保安（防災機器等） 17. 一般資材（ペンキ等） 18. その他の物品（茶、花等）

19. 電気部品・電子部品 20. 精密機器・医療機器 21. その他役務（引越し等） 

22.その他（                                 ） 

 
 主な取り扱い品目を見ると、「１．食料・飲料」（34.0％）が多く、次いで「13.一般機械

器具（産業機械等）」（14.7％）、「５．紙・紙加工」（10.0％）となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

その他の内訳 
水道資材、衛生陶器、鉄管その他 / オートガス製品 / たばこ /  つり具 / 化学薬品等 
航空生鮮、一般貨物の輸送（フォワーダー業務）/ 化粧品、医薬品、雑貨 / 福祉用具 
ビン / 管工機材 / 自動車用品、レジャー用品 / 曳船作業、通船作業等 / 水産業 / 書籍 
樹脂製品、製造工業品 / 映像、音響機器販売及び取付け工事及び、レンタル、電気工事 
輸送に関わる商品全般 / 種苗、農業用資材他 / 砕石、セメント、燃料 / 一般雑貨等 / 洗剤 
セメント、火薬類 / 眼鏡、コンタクト / ＬＰガス、在宅設備機器、ガス器具 / 太陽光パネル 
建築資材(３件)

34.0%
6.0%

5.3%
6.0%

10.0%
5.3%

7.3%
1.3%

0.0%
2.0%

6.7%
7.3%

14.7%
4.0%

3.3%
3.3%

8.0%
0.7%

6.0%
4.0%

3.3%
21.3%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40%

１．食料・飲料

２. 衣服・繊維製品

３. 木材・木製品

４. 事務用品・家具

５. 紙・紙加工

６. 石油・石炭製品

７. プラスチック製品

８. ゴム製品

９. 皮製品

10. 窯業・土石製品

11. 鉄鋼・非鉄金属

12. 金属製品

13. 一般機械器具（産業機械等）

14. 輸送機器（車両、タイヤ等）

15. 厨房機器・器具

16. 消防・保安（防災機器等）

17. 一般資材（ペンキ等）

18. その他の物品（茶、花等）

19. 電気部品・電子部品

20. 精密機器・医療機器

21. その他役務（引越し等）

22. その他

無回答 ｎ=150

Ｑ３ 主な取扱品目
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Ｑ４ 現在、貴社では、製造工場・倉庫施設等の新設や移転のご予定またはご検討をなさ

れていますか。（○は１つ） 

1.  新規拠点にむけた新設を予定、検討している 

２. 新規拠点にむけた移転を予定、検討している 

３. 事業拡大にむけて新設を予定、検討している 

４. 事業拡大にむけて移転を予定、検討している 

５. 当面はないが、事業拡大のための新設に関心がある 

６. 当面はないが、新規拠点地を検討しているため、移転に関心がある 

７. 予定（検討）していない  →Ｑ1３へ 

 
  新設または移転の予定については、「７．予定（検討）していない」が６割強（64.7％,97

件）を占めています。一方、『検討または関心がある』（１～６）は４割弱（35.2％,53 件）

見られます。 

 

 業種別で見ると、『検討または関心がある』（１～６）で回答が多いのは『運輸業』

（66.7％,20 件）で、次いで『小売業』（29.7％,11 件）、『卸売業』（26.8％,22 件）となっ

ています。また、『運輸業』の中でも〔１．道路貨物運送業〕は「３. 事業拡大にむけて新

設を予定、検討している」（33.3％,５件）、「１．新規拠点にむけた新設を予定、検討して

いる」（26.7％,４件）に回答が多くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１

7.3

２

3.3

３

8.0

４

3.3

５

9.3

６

4.0

７

64.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

Ｑ４ 製造工場・倉庫施設等の新設や移転予定の有無

1.  新規拠点にむけた新設を予定、検討している
２. 新規拠点にむけた移転を予定、検討している
３. 事業拡大にむけて新設を予定、検討している
４. 事業拡大にむけて移転を予定、検討している
５. 当面はないが、事業拡大のための新設に関心がある
６. 当面はないが、新規拠点地を検討しているため、移転に関心がある
７. 予定（検討）していない

割合（%）

N=150



-44- 

Ｑ４: 新設や移転の予定または検討 × Ｑ１:業種 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1.  新規拠点にむ
けた新設を予定、
検討している

２. 新規拠点にむ
けた移転を予定、
検討している

３. 事業拡大にむ
けて新設を予定、
検討している

４. 事業拡大にむ
けて移転を予定、
検討している

５. 当面はない
が、事業拡大の
ための新設に関
心がある

６. 当面はないが、新
規拠点地を検討して
いるため、移転に関
心がある

７. 予定（検討）し
ていない

150 11 5 12 5 14 6 97
100.0 7.3 3.3 8.0 3.3 9.3 4.0 64.7

15 4 1 5 0 1 1 3
100.0 26.7 6.7 33.3 0.0 6.7 6.7 20.0

4 0 0 1 0 1 0 2
100.0 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0 50.0

3 0 0 0 0 2 0 1
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0 33.3

8 1 0 1 1 1 0 4
100.0 12.5 0.0 12.5 12.5 12.5 0.0 50.0

16 2 1 0 0 0 1 12
100.0 12.5 6.3 0.0 0.0 0.0 6.3 75.0

1 0 0 0 0 0 0 1
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

19 1 0 1 0 0 2 15
100.0 5.3 0.0 5.3 0.0 0.0 10.5 78.9

16 1 1 0 0 2 0 12
100.0 6.3 6.3 0.0 0.0 12.5 0.0 75.0

12 0 0 1 1 2 1 7
100.0 0.0 0.0 8.3 8.3 16.7 8.3 58.3

18 0 0 0 3 2 0 13
100.0 0.0 0.0 0.0 16.7 11.1 0.0 72.2

14 1 0 1 0 1 1 10
100.0 7.1 0.0 7.1 0.0 7.1 7.1 71.4

2 0 0 0 0 0 0 2
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

1 0 0 0 0 0 0 1
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

3 1 1 0 0 0 0 1
100.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3

17 0 1 2 0 2 0 12
100.0 0.0 5.9 11.8 0.0 11.8 0.0 70.6

0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0 0 0 1
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

16. 無店舗小売業

15. その他の小売業

14. 機械器具小売業

12. 織物・衣服・身の
回り品小売業

９．機械器具卸売業

11. 各種商品小売業

６. 繊維・衣服等卸売
業

８．建築材料、鉱物・
金属材料等卸

７．飲食料品卸売業

４. 倉庫業

２. 水運業

業
　
種

１．道路貨物運送業

３. 航空運輸業

13. 飲食料品小売業

Ｑ４ 製造工場・倉庫施設等の新設や移転のご予定

全　　体

上段：実数
下段：横％

合　計属性

５. 各種商品卸売業

10. その他の卸売業

17.その他

運
輸
業

卸
売
業

小
売
業
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【Ｑ４で１～６と回答された方へおたずねします】 
Ｑ５ 当市の計画している物流団地が、貴社の新設または移転の候補地となる可能性はあ

りますか。（○は１つ） 

1. ある →Ｑ6 へ ２. ない →Ｑ12 へ ３. 現段階ではわからない →Ｑ6 へ 

 
  新設または移転を検討する 53 件の事業所の糸満市物流団地が新設または移転の候補地

となる可能性を見ると、「３．現段階ではわからない」が約５割（49.1％,26 件）と多くな

っていますが、「１．ある」と回答した事業所も４割強（43.4％,23 件）見られます。一方、

「２．ない」と回答した事業所は１割未満（7.5％,４件）となっており、新設または移転

を検討している事業所において、糸満市物流団地は候補地の可能性が高いことが伺えます。 

 

 業種別で見ると、「１．ある」の回答が多いのは『卸売業』の５割弱（45.5％,10 件）と

なっており、次いで『運輸業』（45.0％,９件）、『小売業』（36.4％,４件）となっています。

また、〔１．道路貨物運送業〕（５件）や〔４．倉庫業〕（４件）、〔９．機械器具卸売業〕（３

件）に回答が多く見られます。 

「３．現段階ではわからない」の回答は『小売業』が５割強（54.5％,6 件）と高く、次

いで『卸売業』（50.0％,11 件）、『運輸業』（45.0％,９件）となっています。 

 本社所在地別で見ると、「１．ある」と回答しているのは〔３．南部（糸満市除く）〕

（48.1％,13 件）に多く、次いで〔４．糸満市〕（55.6％,５件）に多く見られます。一方、

中部以北になると「３．現段階ではわからない」の回答が多いことから、南部地域の事業

所において候補地の可能性が高いことが伺えます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

43.4 7.5 49.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｑ５ 新設または移転の候補地となる可能性の有無 n=53

１．ある ２. ない ３. 現段階ではわからない
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Ｑ５: 候補地となる可能性 × Ｑ１:業種・本社所在地 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１．ある ２. ない ３. 現段階
ではわから
ない

53 23 4 26
100.0 43.4 7.5 49.1

12 5 2 5
100.0 41.7 16.7 41.7

2 0 0 2
100.0 0.0 0.0 100.0

2 0 0 2
100.0 0.0 0.0 100.0

4 4 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0

4 2 0 2
100.0 50.0 0.0 50.0

0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0

4 2 0 2
100.0 50.0 0.0 50.0

4 1 0 3
100.0 25.0 0.0 75.0

5 3 0 2
100.0 60.0 0.0 40.0

5 2 1 2
100.0 40.0 20.0 40.0

4 2 0 2
100.0 50.0 0.0 50.0

0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0

2 1 0 1
100.0 50.0 0.0 50.0

5 1 1 3
100.0 20.0 20.0 60.0

0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0

2 0 0 2
100.0 0.0 0.0 100.0

14 4 2 8
100.0 28.6 14.3 57.1

27 13 2 12
100.0 48.1 7.4 44.4

9 5 0 4
100.0 55.6 0.0 44.4

1 1 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0

16. 無店舗小売業

15. その他の小売業

17.その他

14. 機械器具小売業

12. 織物・衣服・身の
回り品小売業

９．機械器具卸売業

11. 各種商品小売業

６. 繊維・衣服等卸売
業

８．建築材料、鉱物・金
属材料等卸

７．飲食料品卸売業

４. 倉庫業

２. 水運業

全　　体

合　計

Ｑ５　候補地となる可能性

本
社
所
在
地

業
　
種

１．道路貨物運送業

３. 航空運輸業

５. 各種商品卸売業

上段：実数
下段：横％

属性

10. その他の卸売業

13. 飲食料品小売業

卸
売
業

小
売
業

１．北部

２．中部

３．南部（糸満市除く）

４．糸満市

５：県外

運
輸
業
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【Ｑ５で１または３を回答された方へおたずねします】 
Ｑ６ 当該計画地区に新設または移転する場合、施設はどのような事業内容の展開が考え

られますか。（○はいくつでも可） 

1. 本社施設 ２. 工場（製造、加工等） ３. 物流施設 

４. 研究施設 ５. その他（                  ） 

 
新設または移転を検討している 49 事業所の事業展開の内容を見ると、「３．物流施設」

（65.3％,32 件）が多く、次いで「２．工場（製造、加工等）」（32.7％,16 件）、「１．本社

施設」（26.5％,13 件）となっています。 

 

 業種別で見ると、『運輸業』は「３.物流施設」（16 件）、『卸売業』は「３.物流施設」（12

件）、「１.本社施設」（10 件）及び「２.工場」（10 件）に多くの回答が見られますが、『小

売業』では項目間での差はほとんど見られません。また、『卸売業』のみ「４.研究施設」（２

件）の回答が見られます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

その他の内訳 
支店機能（事務所、整備工場） / 展示場として / 倉庫施設 / 飲食 / 駐車場及び軽油取扱所 
コンベアベルトの加工、減連機の修理 

26.5%

32.7%

65.3%

4.1%

16.3%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80%

１. 本社施設

２. 工場（製造、加工等）

３. 物流施設

４. 研究施設

５. その他

無回答 ｎ=49

Ｑ６ 新設または移転する場合、考えられる事業内容
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Ｑ６: 事業内容の展開 × Ｑ１:業種 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１. 本社施設 ２. 工場（製
造、加工等）

３. 物流施設 ４. 研究施設 ５. その他 無回答

49 13 16 32 2 8 2
100.0 26.5 32.7 65.3 4.1 16.3 4.1

10 1 0 9 0 0 1
100.0 10.0 0.0 90.0 0.0 0.0 10.0

2 0 0 2 0 0 0
100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

2 0 0 2 0 1 0
100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 50.0 0.0

4 0 2 3 0 1 0
100.0 0.0 50.0 75.0 0.0 25.0 0.0

4 2 2 3 0 0 0
100.0 50.0 50.0 75.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 1 3 3 0 0 0
100.0 25.0 75.0 75.0 0.0 0.0 0.0

4 1 3 1 1 0 0
100.0 25.0 75.0 25.0 25.0 0.0 0.0

5 3 1 1 0 1 0
100.0 60.0 20.0 20.0 0.0 20.0 0.0

4 3 1 4 1 0 0
100.0 75.0 25.0 100.0 25.0 0.0 0.0

4 0 3 2 0 1 0
100.0 0.0 75.0 50.0 0.0 25.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 1 1 1 0 2 0
100.0 50.0 50.0 50.0 0.0 100.0 0.0

4 1 0 1 0 2 1
100.0 25.0 0.0 25.0 0.0 50.0 25.0

0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

16. 無店舗小売業

15. その他の小売業

17.その他

14. 機械器具小売業

12. 織物・衣服・身の
回り品小売業

９．機械器具卸売業

11. 各種商品小売業

６. 繊維・衣服等卸売
業

８．建築材料、鉱物・金
属材料等卸

７．飲食料品卸売業

業
　
種

運
輸
業

卸
売
業

小
売
業

５. 各種商品卸売業

４. 倉庫業

２. 水運業

１．道路貨物運送業

３. 航空運輸業

全　　体

上段：実数
下段：横％

合　計

Ｑ６　移転する場合の施設の事業内容　

属性

10. その他の卸売業

13. 飲食料品小売業
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Ｑ７ 新設または移転する場合の時期としてはいつ頃が考えられますか。（○は１つ） 

1. ５年以内 ２. ６年以内 ３. ７年以上先 

４. 未定 ５. その他（                  ） 

 
 新設または移転を検討している時期を見ると、「１．５年以内」が６割弱（57.1％,28 件）

と多く、次いで「４．未定」（24.5％,12 件）、「２．６年以内」（10.2％,５件）となってい

ます。また、業種別、事業内容別、本社所在地別で見ても、事業所の半数は５年以内に新

設または移転を検討していることが伺えます。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

その他の内訳 
５年以降  

57.1 10.2 4.1 24.5 
2.0 

2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｑ７ 新設または移転する場合の時期 n=49

１. ５年以内 ２. ６年以内 ３. ７年以上先 ４. 未定 ５. その他 無回答
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Ｑ７: 新設または移転する場合の時期 × Ｑ１:業種・Ｑ６:事業内容・本社所在地 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１. ５年以内 ２. ６年以内 ３. ７年以上先 ４. 未定 ５. その他 無回答

49 28 5 2 12 1 1
100.0 57.1 10.2 4.1 24.5 2.0 2.0

10 8 0 0 2 0 0
100.0 80.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0

2 0 0 0 2 0 0
100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

2 0 0 0 2 0 0
100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

4 4 0 0 0 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 1 1 1 1 0 0
100.0 25.0 25.0 25.0 25.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 2 0 0 2 0 0
100.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

4 1 2 0 1 0 0
100.0 25.0 50.0 0.0 25.0 0.0 0.0

5 2 1 1 0 1 0
100.0 40.0 20.0 20.0 0.0 20.0 0.0

4 3 0 0 1 0 0
100.0 75.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0

4 3 0 0 1 0 0
100.0 75.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 1 1 0 0 0 0
100.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 3 0 0 0 0 1
100.0 75.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0

0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
13 8 1 2 1 1 0

100.0 61.5 7.7 15.4 7.7 7.7 0.0
16 6 4 1 5 0 0

100.0 37.5 25.0 6.3 31.3 0.0 0.0
32 19 2 1 10 0 0

100.0 59.4 6.3 3.1 31.3 0.0 0.0
2 0 1 0 1 0 0

100.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0
8 6 1 0 1 0 0

100.0 75.0 12.5 0.0 12.5 0.0 0.0
2 1 0 0 0 0 1

100.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0
2 2 0 0 0 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
12 7 3 0 1 1 0

100.0 58.3 25.0 0.0 8.3 8.3 0.0
25 13 2 2 8 0 0

100.0 52.0 8.0 8.0 32.0 0.0 0.0
9 5 0 0 3 0 1

100.0 55.6 0.0 0.0 33.3 0.0 11.1
1 1 0 0 0 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

５. その他

無回答

１. 本社施設

２. 工場（製造、加工
等）

３. 物流施設

４. 研究施設

事
　
業
　
内
　
容

本
社
所
在
地

１．北部

２．中部

３．南部（糸満市除く）

４．糸満市

５：県外

小
売
業

卸
売
業

15. その他の小売業

16. 無店舗小売業

17.その他

12. 織物・衣服・身の
回り品小売業

13. 飲食料品小売業

14. 機械器具小売業

10. その他の卸売業

11. 各種商品小売業

６. 繊維・衣服等卸売
業

７．飲食料品卸売業

８．建築材料、鉱物・金
属材料等卸

属性 上段：実数
下段：横％

運
輸
業

９．機械器具卸売業

３. 航空運輸業

４. 倉庫業

５. 各種商品卸売業

合　計

Ｑ７　新設または移転する場合の時期

全　　体

業
　
種

１．道路貨物運送業

２. 水運業
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Ｑ８ その際、用地の希望面積はどの程度をお考えですか。（○は１つ） 

1. およそ（          ）㎡ 

２. 未定 

 
 新設または移転を検討している事業所へ用地の希望面積を尋ねたところ、希望面積を示

した事業所は 35 件となっており、希望面積は「5,000 ㎡未満」（40.8％,20 件）が多くなっ

ています。また、35 件の合計面積は 196,204 ㎡（約 19.6ha）となっており、１事業所当た

りの平均面積は 5,605 ㎡（約 0.56ha）となっています。未定を平均面積と想定した場合、

希望する総面積は 274,686 ㎡（約 27.4ha）となります。糸満市物流団地の想定面積約 34.1ha

のうち、分譲想定面積は約 22ha（約 6 割）としていることから、希望面積が分譲想定面積

を上回っていることが伺えます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※面積計算の際、1,000 ㎡～1,500 ㎡などの回答は 1,500 ㎡として計算しています。 

  

①5,000㎡未満

40.8(20)

30.0(3)

25.0(1)

25.0(1)

50.0(2)

50.0(2)

60.0(3)

50.0(2)

25.0(1)

100.0(2)

75.0(3)

②10,000㎡未満

16.3(8)

40.0(4)

25.0(1)

25.0(1)

25.0(1)

25.0(1)

③20,000㎡未満

10.2(5)

50.0(1)

25.0(1)

50.0(2)

25.0(1)

④20,000㎡以上

4.1(2)

10.0(1)

25.0(1)

⑤未定

28.6(14)

20.0(2)

50.0(1)

100.0(2)

25.0(1)

25.0(1)

25.0(1)

40.0(2)

25.0(1)

50.0(2)

25.0(1)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

全体 n=49

１．道路貨物運送業 n=10

２. 水運業 n=２

３. 航空運輸業 n=２

４. 倉庫業 n=４

５. 各種商品卸売業 n=４

６. 繊維・衣服等卸売業 n=０

７．飲食料品卸売業 n=４

８．建築材料、鉱物・金属材料等卸 n=４

９．機械器具卸売業 n=５

10. その他の卸売業 n=４

11. 各種商品小売業 n=４

12. 織物・衣服・身の回り品小売業 n=０

13. 飲食料品小売業 n=０

14. 機械器具小売業 n=２

15. その他の小売業 n=４

16. 無店舗小売業 n=０

Ｑ１ 業種×Ｑ８ 希望面積
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Ｑ９ 用地の希望分譲価格は㎡あたりどの程度をお考えですか。（○は１つ） 

1. およそ（          ）円／㎡ 

２. わからない 

 
 １㎡当たりの希望分譲価格を尋ねたところ、「30,000 円/㎡以内」（24.5％,12 件）が多く、

次いで「50,000 円/㎡以内」（12.2％,６件）となっています。また、具体的な希望分譲価格

を示した事業所 21件の平均額を見ると、35,264 円/㎡となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※平均額算出の際、30,000 円/㎡～45,000 円/㎡などの回答は 45,000 円/㎡として計算しています。 

  

１．30,000円/㎡以内

24.5(12)

40.0(4)

50.0(1)

50.0(2)

25.0(1)

25.0(1)

50.0(2)

20.0(1)

２．50,000円/㎡以内

12.2(6)

10.0(1)

25.0(1)

50.0(2)

25.0(1)

25.0(1)

３．100,000円/㎡以内

6.1(3)

10.0(1)

20.0(1)

50.0(1)

４．わからない

57.1(28)

40.0(4)

50.0(1)

100.0(2)

25.0(1)

75.0(3)

25.0(1)

50.0(2)

60.0(3)

75.0(3)

100.0(4)

50.0(1)

75.0(3)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

全体 n=49

１．道路貨物運送業 n=10

２. 水運業 n=２

３. 航空運輸業 n=２

４. 倉庫業 n=４

５. 各種商品卸売業 n=４

６. 繊維・衣服等卸売業 n=０

７．飲食料品卸売業 n=４

８．建築材料、鉱物・金属材料等卸 n=４

９．機械器具卸売業 n=５

10. その他の卸売業 n=４

11. 各種商品小売業 n=４

12. 織物・衣服・身の回り品小売業 n=０

13. 飲食料品小売業 n=０

14. 機械器具小売業 n=２

15. その他の小売業 n=４

16. 無店舗小売業 n=０

Ｑ１ 業種×Ｑ９ 希望分譲価格
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Ｑ10 建物の高さの階数はどの程度を予定していますか。（○は１つ） 

1. １階 ２. ２階 ３. ３階 ４. ４階 

５. ５階 ６. ６階以上 ７. 未定  

 

 予定している建物の階数を見ると、「２．２階」が４割弱（38.8％,19 件）と多く、次い

で「１．１階」（22.4％,11 件）、「７．未定」（22.4％,11 件）となっており、１～２階の低

層を予定している事業所が半数以上（61.2％,30 件）を占めています。一方、『３階以上』

（３～６）を回答した事業所がわずか（12.3％,６件）しか見られません。 

 

 業種別で見ると、ほとんど全ての業種の回答が「１．１階」または「２．２階」ですが、

特に『卸売業』で「２．２階」（11件）の回答が多くなっています。「３．３階」で回答が

見られるのは〔１．道路貨物運送業〕（２件）及び〔４．倉庫業〕（１件）、〔14.機械器具小

売業〕（１件）となっており、「４．４階」の回答は〔１．道路貨物運送業〕（１件）及び〔４．

倉庫業〕（１件）の『運輸業』のみです。５階以上の回答は見られません。 

 事業内容別で見ると、全項目で「２.２階」の回答が多い結果となっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

22.4 38.8 8.2 4.1 22.4 4.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｑ10 予定される建物の階数 n=49

１. １階 ２. ２階 ３. ３階 ４. ４階 ５. ５階 ６. ６階以上 ７. 未定 無回答
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Ｑ10: 建物の高さ（階数）× Ｑ１:業種・Ｑ６:事業内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１. １階 ２. ２階 ３. ３階 ４. ４階 ５. ５階 ６. ６階
以上

７. 未定 無回答

49 11 19 4 2 0 0 11 2
100.0 22.4 38.8 8.2 4.1 0.0 0.0 22.4 4.1

10 3 3 2 1 0 0 1 0
100.0 30.0 30.0 20.0 10.0 0.0 0.0 10.0 0.0

2 1 1 0 0 0 0 0 0
100.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 0 0 0 0 0 0 2 0
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

4 1 1 1 1 0 0 0 0
100.0 25.0 25.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 0 2 0 0 0 0 1 1
100.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 1 1 0 0 0 0 2 0
100.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

4 1 1 0 0 0 0 2 0
100.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

5 2 3 0 0 0 0 0 0
100.0 40.0 60.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 0 4 0 0 0 0 0 0
100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 1 1 0 0 0 0 2 0
100.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 0 1 1 0 0 0 0 0
100.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 1 1 0 0 0 0 1 1
100.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
13 0 9 1 1 0 0 1 1

100.0 0.0 69.2 7.7 7.7 0.0 0.0 7.7 7.7
16 1 6 1 0 0 0 7 1

100.0 6.3 37.5 6.3 0.0 0.0 0.0 43.8 6.3
32 8 10 4 2 0 0 7 1

100.0 25.0 31.3 12.5 6.3 0.0 0.0 21.9 3.1
2 0 1 0 0 0 0 1 0

100.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0
8 2 1 2 0 0 0 3 0

100.0 25.0 12.5 25.0 0.0 0.0 0.0 37.5 0.0
2 0 1 0 0 0 0 0 1

100.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

５. その他

無回答

事
　
業
　
内
　
容

１. 本社施設

２. 工場（製造、加工
等）

３. 物流施設

４. 研究施設

17.その他

12. 織物・衣服・身の
回り品小売業

13. 飲食料品小売業

14. 機械器具小売業

10. その他の卸売業

11. 各種商品小売業

合　計

Ｑ10　想定する建物の高さ（階数）

９．機械器具卸売業

卸
売
業

15. その他の小売業

16. 無店舗小売業

６. 繊維・衣服等卸売
業

７．飲食料品卸売業

８．建築材料、鉱物・金
属材料等卸

小
売
業

３. 航空運輸業

４. 倉庫業

５. 各種商品卸売業

全　　体

業
　
種

１．道路貨物運送業

属性 上段：実数
下段：横％

運
輸
業

２. 水運業
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Ｑ11 貴社が新設または移転を決定される際に、重要視する要素は何ですか。（○は３つま

で） 

1. 那覇空港へのアクセス ２. 那覇港等へのアクセス ３. 沖縄本島中南部地域へのアクセス

４. 土地の価格 ５. 用地面積の確保 ６. 道路インフラの整備状況 

７. 人材・労働力の確保 ８. 24 時間操業可能 ９. リスク分散 

10.従業員の通勤・住居確保のしやすさ 11. 関連企業への近接性 

12. その他（                               ） 

 
 新設または移転の際に重要視する要素を見ると、「４．土地の価格」が７割弱（67.3％,33

件）と多く、次いで「６．道路インフラ整備の状況」（46.9％,23 件）、「５．用地面積の確

保」（44.9％,22 件）、「３．本島中南部地域へのアクセス」（38.8％,19 件）となっています。

業種別で見ても、同様の傾向にあります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

12.2%

26.5%

38.8%

67.3%

44.9%

46.9%

14.3%

6.1%

0.0%

8.2%

6.1%

2.0%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80%

１. 那覇空港へのアクセス

２. 那覇港等へのアクセス

３. 沖縄本島中南部地域へのアクセス

４. 土地の価格

５. 用地面積の確保

６. 道路インフラの整備状況

７. 人材・労働力の確保

８. 24時間操業可能

９. リスク分散

10.従業員の通勤・住居確保のしやすさ

11. 関連企業への近接性

12. その他

無回答 ｎ=49

Ｑ11 新設または移転の際に重要視する要素
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Ｑ11: 新設または移転の際に重要視する要素 × Ｑ１:業種  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

Ｑ11　新設または移転の際に重要視する要素
１. 那覇空
港へのアク
セス

２. 那覇港
等へのアク
セス

３. 沖縄本
島中南部地
域へのアク
セス

４. 土地の
価格

５. 用地面
積の確保

６. 道路イン
フラの整備
状況

７. 人材・労
働力の確保

８. 24時間
操業可能

９. リスク分
散

10.従業員
の通勤・住
居確保のし
やすさ

11. 関連企
業への近接
性

12. その他 無回答

49 6 13 19 33 22 23 7 3 0 4 3 1 2
100.0 12.2 26.5 38.8 67.3 44.9 46.9 14.3 6.1 0.0 8.2 6.1 2.0 4.1

10 1 3 2 7 4 5 4 0 0 2 0 0 0
100.0 10.0 30.0 20.0 70.0 40.0 50.0 40.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0

2 0 2 1 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0
100.0 0.0 100.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

2 2 0 0 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0 50.0 100.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 0 3 1 3 2 2 0 0 0 0 0 1 0
100.0 0.0 75.0 25.0 75.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0

4 0 1 1 4 3 2 0 0 0 0 0 0 0
100.0 0.0 25.0 25.0 100.0 75.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 0 2 1 3 2 2 0 2 0 0 0 0 0
100.0 0.0 50.0 25.0 75.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 0 0 3 4 2 2 0 0 0 0 0 0 0
100.0 0.0 0.0 75.0 100.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

5 1 0 4 4 2 2 0 0 0 0 1 0 0
100.0 20.0 0.0 80.0 80.0 40.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0

4 0 1 2 2 0 3 1 1 0 1 0 0 0
100.0 0.0 25.0 50.0 50.0 0.0 75.0 25.0 25.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0

4 0 1 3 3 2 1 1 0 0 1 0 0 0
100.0 0.0 25.0 75.0 75.0 50.0 25.0 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1
100.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

4 1 0 1 1 3 2 0 0 0 0 1 0 1
100.0 25.0 0.0 25.0 25.0 75.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

16. 無店舗小売業

15. その他の小売業

17.その他

14. 機械器具小売業

12. 織物・衣服・身の
回り品小売業

９．機械器具卸売業

11. 各種商品小売業

６. 繊維・衣服等卸売
業

８．建築材料、鉱物・
金属材料等卸

７．飲食料品卸売業

４. 倉庫業

２. 水運業

業
　
種

１．道路貨物運送業

３. 航空運輸業

全　　体

属性
上段：実数
下段：横％

合　計

５. 各種商品卸売業

10. その他の卸売業

13. 飲食料品小売業

運
輸
業

卸
売
業

小
売
業
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【Ｑ５で２を回答された方へおたずねします】 
Ｑ12 新設または移転の候補地となる可能性がないのはなぜですか。 

理由： 

 

 

 
 可能性がない理由を見ると、現在地から遠い、貨物の主な配送先が那覇以北、現存の場

所を離れることによる顧客離れの懸念、拠点の圏内に含まれていない等、４件の理由が挙

げられています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

No 理由
1 現在地（西原町）から遠いため
2 貨物の配送先は90％が那覇以北であるため遠い

3 現存する場所から離れすぎると、今の顧客を失う恐れがある。

4 当社の拠点が安謝新港埠頭であり、10ｋｍ圏内を検討している
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【Ｑ４で７を回答された方へおたずねします】 
Ｑ13 予定（検討）していないのはなぜですか。（○は１つ） 

1. 現在の場所で十分だから ２. 交通渋滞が予想されるから 

３. 移転に伴う資金が十分でないため  

４.その他（                                 ）

 
 検討していない理由を見ると、「１．現在の場所で十分だから」が８割強（83.5％）を占

めています。また、「３．移転に伴う資金が十分でないため」（3.1％）がわずかに見られま

したが、「２．交通渋滞が予想されるから」の回答は見られません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

その他の内訳 
本土にある親会社が、決定権を持っており、実現が難しい / 簡単ではないため / 今後検討 
既に代理店がある / 工場、倉庫ではなく、事務所移転検討中。希望地は中城新港付近 
製造はしていません / 倉庫施設が離島にあり、現地販売のみを目的としている  

83.5 3.1 9.3 4.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｑ13 予定（検討）していない理由 n=97

１. 現在の場所で十分だから ２. 交通渋滞が予想されるから

３. 移転に伴う資金が十分でないため ４.その他

無回答
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【全ての企業におたずねします】 
Ｑ14 新設または移転の際に必要となる支援等はありますか。（○は３つまで） 

1. 事業用地の斡旋 ２. 労働力の確保への協力 

３. 補助金等の財政支援 ４. 融資制度の充実 

５. 各種手続に係る調整の支援 ６. 地域内関係団体との調整の支援 

７. その他（                                                   ）

 
 新設または移転の際に必要となる支援等については、「３．補助金等の財政支援」が６割

（60.0％）と多くなっています。次いで「１．事業用地の斡旋」（39.3％）、「４．融資制度

の充実」（33.3％）、「２．労働力の確保への協力」（27.3％）、「５．各種手続きに係る調整

の支援」（26.0％）となっており、多岐にわたり支援を必要としていることが伺えます。 

 

 業種別で見ると、『運輸業』は「３．補助金等の財政支援」（63.3％）及び「１．事業用

地の斡旋」（56.7％）、『卸売業』は「３．補助金等の財政支援」（65.9％）、『小売業』は「３．

補助金等の財政支援」（43.2％）の回答が多くなっています。また、『小売業』は他業種と

比較すると必要とする支援の回答が低い傾向となっています。 

 

 

 
 
 
  

39.3%

27.3%

60.0%

33.3%

26.0%

6.0%

4.0%

16.0%

0% 20% 40% 60% 80%

１. 事業用地の斡旋

２. 労働力の確保への協力

３. 補助金等の財政支援

４. 融資制度の充実

５. 各種手続に係る調整の支援

６. 地域内関係団体との調整の支援

７. その他

無回答 ｎ=150

Ｑ14 新設または移転の際に必要となる支援等
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Ｑ14: 新設または移転の際に必要となる支援等 × Ｑ１:業種 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１. 事業用地の斡
旋

２. 労働力の確保
への協力

３. 補助金等の財
政支援

４. 融資制度の充
実

５. 各種手続に係
る調整の支援

６. 地域内関係団
体との調整の支
援

７. その他 無回答

150 59 41 90 50 39 9 6 24
100.0 39.3 27.3 60.0 33.3 26.0 6.0 4.0 16.0

15 8 6 10 6 3 2 1 0
100.0 53.3 40.0 66.7 40.0 20.0 13.3 6.7 0.0

4 2 2 2 1 0 0 1 0
100.0 50.0 50.0 50.0 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0

3 2 0 2 0 2 1 0 0
100.0 66.7 0.0 66.7 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0

8 5 4 5 3 0 0 1 1
100.0 62.5 50.0 62.5 37.5 0.0 0.0 12.5 12.5

16 7 1 9 7 6 0 0 5
100.0 43.8 6.3 56.3 43.8 37.5 0.0 0.0 31.3

1 0 0 0 0 0 0 0 1
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

19 6 4 13 4 4 1 1 4
100.0 31.6 21.1 68.4 21.1 21.1 5.3 5.3 21.1

16 5 3 10 7 2 1 0 3
100.0 31.3 18.8 62.5 43.8 12.5 6.3 0.0 18.8

12 5 3 9 6 6 1 0 1
100.0 41.7 25.0 75.0 50.0 50.0 8.3 0.0 8.3

18 7 3 13 5 6 1 0 1
100.0 38.9 16.7 72.2 27.8 33.3 5.6 0.0 5.6

14 4 6 5 4 5 1 1 4
100.0 28.6 42.9 35.7 28.6 35.7 7.1 7.1 28.6

2 0 1 1 0 0 0 0 0
100.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 1 1 1 0 0 0 0
100.0 0.0 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 0 1 2 1 2 1 0 0
100.0 0.0 33.3 66.7 33.3 66.7 33.3 0.0 0.0

17 7 5 7 5 3 0 1 4
100.0 41.2 29.4 41.2 29.4 17.6 0.0 5.9 23.5

0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 1 1 1 0 0 0 0 0
100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

Ｑ14　新設または移転の際に必要となる支援等

17.その他

16. 無店舗小売業

15. その他の小売業

13. 飲食料品小売業

14. 機械器具小売業

11. 各種商品小売業

12. 織物・衣服・身の
回り品小売業

10. その他の卸売業

９．機械器具卸売業

５. 各種商品卸売業

８．建築材料、鉱物・
金属材料等卸

６. 繊維・衣服等卸売
業

７．飲食料品卸売業

３. 航空運輸業

４. 倉庫業

１．道路貨物運送業

２. 水運業

業
　
種

属性
上段：実数
下段：横％

合　計

全　　体

運
輸
業

卸
売
業

小
売
業
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３.自由意見 

 自由意見を見ると、都市計画に関する意見が４件と多く、次いで行政への意見等が３件、

交通が２件、価格・用地の確保及びアンケートに関する意見がそれぞれ１件見られます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

No 記載内容 カテゴリ

1
現状、那覇港周辺の物流施設は不足しているが、この２～３
年で官設、民設の物流施設の整備が進むため、これ以上の
物流施設の計画は供給過剰になる恐れがある。

都市計画

2
コストコ、ディズニーランド、カジノ、高級なリゾート。昔の沖縄
をイメージするリゾート、疲れた心が癒されるリゾートはいかが
でしょうか。

都市計画

3

しっかりした都市計画に基づいた企業誘致になっています
か。民間地域と商工業地域がしっかり棲み分けられています
か。インフラ整備（水、電気、下水、環境等）、将来の事業拡
大に備えられたインフラ整備になっているか等。

都市計画

4

荷主より需要拡大の為、供給量を増やすため倉庫の見直し
を要求されています。現状賃貸倉庫の為、改修等は厳しく倉
庫用地を県内で探しています。出来れば糸満市内で新倉庫
が確保できれば非常にありがたいです。

都市計画

5
現在、那覇市で営業しておりますが、事務所、倉庫、店舗、
作業場と賃貸で場所も別々な環境です。それぞれをひとつの
敷地内に統合したいので、早目の計画をお願いいたします。

行政への意見等

6
特にありませんが、糸満市の益々の発展を祈願いたしており
ます。また、糸満市から沖縄県全体、特に北部地区への交通
機関、高速道路等の整備等、期待しております。

行政への意見等

7
地域が違うので今回の物流団地整備については、取組みは
できないが、物流面で協力はおしみません。共に頑張りま
しょう。ありがとうございます。

行政への意見等

8
瀬長交差点の渋滞が解消されなければ、西崎以南の地区へ
の移転は厳しいと思います。

交通

9
県内への配送を考慮すると、中北部へ向かう交通渋滞の解
消があれば良いかと思います。

交通

10 価格面及び用地等の確保ができれば、早急に検討したい。 価格・用地の確保

11

土地は売買だけでなく、賃貸借も選択肢があれば検討の幅
が広がります。国道331号の渋滞対策について、早い段階で
ご教示いただきたい。建蔽率、容積率、緑化率他、規制につ
いてもアウトラインが知りたい。

アンケートについて

12
県中央卸売市場と関連した業務のため、離れた地域への単
独移転は困難。

その他

13
弊社においては、物流センターを２年前に現在の場所へ移転
したところです。したがいまして、当面の移転の予定等はあり
ません。

その他
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４.参考資料（アンケート調査票） 

【表面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【裏面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ４ 現在、貴社では、製造工場・倉庫施設等の新設や移転のご予定またはご検討をなされ

ていますか。（○は１つ） 

1.  新規拠点にむけた新設を予定、検討している 

２. 新規拠点にむけた移転を予定、検討している 

３. 事業拡大にむけて新設を予定、検討している 

４. 事業拡大にむけて移転を予定、検討している 

５. 当面はないが、事業拡大のための新設に関心がある 

６. 当面はないが、新規拠点地を検討しているため、移転に関心がある 

７. 予定（検討）していない  →Ｑ1３へ 

 
 

【Ｑ４で１～６と回答された方へおたずねします】 

 

Ｑ５ 当市の計画している物流団地が、貴社の新設または移転の候補地となる可能性はあ

りますか。（○は１つ） 

1. ある →Ｑ6 へ ２. ない →Ｑ12 へ ３. 現段階ではわからない →Ｑ6 へ 

 
 

【Ｑ５で１または３を回答された方へおたずねします】 

 

Ｑ６ 当該地域に新設または移転する場合、施設はどのような事業内容の展開が考えられ

ますか。（○はいくつでも可） 

1. 本社施設 ２. 工場（製造、加工等） ３. 物流施設 

４. 研究施設 ５. その他（                  ） 

 

Ｑ７ 新設または移転する場合の時期としてはいつ頃が考えられますか。（○は１つ） 

1. ５年以内 ２. ６年以内 ３. ７年以上先 

４. 未定 ５. その他（                  ） 

 

Ｑ８ その際、用地の希望面積はどの程度をお考えですか。（○は１つ） 

1. およそ（          ）㎡ 

２. 未定 

 

Ｑ９ 用地の希望分譲価格は㎡あたりどの程度をお考えですか。（○は１つ） 

1. およそ（          ）円／㎡ 

２. わからない 

 

Ｑ10 建物の高さの階数はどの程度を予定していますか。（○は１つ） 

1. １階 ２. ２階 ３. ３階 ４. ４階 

５. ５階 ６. ６階以上 ７. 未定  

 

Ｑ11 貴社が新設または移転を決定される際に、重要視する要素は何ですか。 

（○は３つまで）

1. 那覇空港へのアクセス  ２. 那覇港等へのアクセス ３. 沖縄本島中南部地域へのアクセス

４. 土地の価格 ５. 用地面積の確保 ６. 道路インフラの整備状況 

７. 人材・労働力の確保 ８. 24 時間操業可能 ９. リスク分散 

10.従業員の通勤・住居確保のしやすさ 11. 関連企業への近接性 

12. その他（                               ） 

【Ｑ５で２を回答された方へおたずねします】 

 

Ｑ12 新設または移転の候補地となる可能性がないのはなぜですか。 

理由： 

 

 

 

 

【Ｑ４で７を回答された方へおたずねします】 

 

Ｑ13 予定（検討）していないのはなぜですか。（○は１つ） 

1. 現在の場所で十分だから ２. 交通渋滞が予想されるから 

３. 移転に伴う資金が十分でないため  

４.その他（                                 ）

 

 

【全ての企業におたずねします】 

 

Ｑ14 新設または移転の際に必要となる支援等はありますか。（○は３つまで） 

1. 事業用地の斡旋 ２. 労働力の確保への協力 

３. 補助金等の財政支援 ４. 融資制度の充実 

５. 各種手続に係る調整の支援 ６. 地域内関係団体との調整の支援 

７. その他（                                                   ）

 

Ｑ15 本市に対して企業誘致へのご意見・ご要望などがございましたらご自由にお書きく

ださい。 

 

 

 

 

 

Ｑ16 最後に、貴社についてお聞かせください。 

貴 社 名  

本社

所 在 地
 

ご担当者 所属  氏名  

電  話  E-mail  

※アンケート調査の内容について担当者へご連絡を差し上げる場合がございますので、ご

協力の程よろしくお願いいたします。 

～アンケート調査へのご協力ありがとうございました。～ 
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糸満市公共交通ターミナルに係る企業⽴地意向調査 
 

１.調査の概要 

（１）調査の目的 

 本調査は、計画地区のうち「公共交通ターミナル地区」への企業の立地意向等を把握す

ることを目的としています。 

 

 

（２）調査対象者 
 沖縄本島中南部の交通事業所 100 件（バス事業所 33件、タクシー事業所 41 件、レンタ

カー事業所 26件）を調査対象者としています。 

 

 

（３）抽出方法 

   バ ス 事 業 所：「運輸要覧（平成 28年 12 月）」 
タクシー事業所：「運輸要覧（平成 28年 12 月）」 

一般社団法人沖縄県ハイヤー・タクシー協会ホームページ 
「平成 29年度東商企業要覧（沖縄県版）」 

レンタカー事業所： 一般社団法人沖縄県レンタカー協会ホームページ 

 より抽出しました。 

 

（４）調査期間及び調査手法 
 調査期間：平成 30 年 2月 6 日（火）～ 平成 30年 2月 23 日（金） 

 調査手法：郵送による配布・回収 

※「郵送による配布回収」以外の事業所も調査対象者とするため、糸満市ホームページに

アンケート調査票を掲載し、ＦＡＸ・メールでも調査票の提出を受け付けました。 

 

 

（５）回収状況 
  配 布 件 数： 100 件 

有効回収数：  32 件 

有効回収率： 32.0％ 

  ※郵送以外によるアンケート調査への回答はありません。 
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２.調査の結果 

本社所在地 
中部 南部（糸満市除く） 糸満市 

 
本社所在地を見ると、「南部（糸満市除く）」が７割弱（65.6％,21 件）と多く、次いで「中

部」（25.0％,８件）、「糸満市」（9.4％,３件）となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

中部

25.0

南部

（糸満市除く）

65.6

糸満市

9.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

割合（％）

本社所在地 N=32

※ 中部：うるま市、沖縄市、読谷村、嘉手納町、北谷町、北中城村、中城村、西原町、 
      宜野湾市、浦添市  
  南部：那覇市、南風原町、豊見城市、八重瀬町、南城市、与那原町 
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Ｑ１ 貴社の業種は何ですか。最も近いものを選んで下さい。（○は１つ） 

1. 一般乗合旅客自動車運送事業（乗合・路線バス） 

2. 一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー・ハイヤー・福祉タクシー） 

3. 一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス） 

4. その他の道路旅客運送事業※ 

５. 自動車賃貸業（レンタカー業、自動車リース業） 

※特定の者との契約に基づき，自動車により有償で特定の旅客の運送を行う事業所 

 
  業種別に見ると、「２．一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー・ハイヤー・福祉タク

シー）」（34.4％,11 件）が多く、次いで「３．一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）」

（28.1％,９件）、「５．自動車賃貸業（レンタカー業、自動車リース業）」（28.1％,９件）

となっています。また、「１．一般乗合旅客自動車運送事業（乗合・路線バス）」は１割未

満（9.4％,３件）となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

Ｑ１ 業種 単純回答

件数 割合（％）

１. 一般乗合旅客自動車運送事業（乗合・路線バス） 3 9.4

２. 一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー・ハイヤー・福祉タクシー） 11 34.4

３. 一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス） 9 28.1

４. その他の道路旅客運送事業 0 0.0

５. 自動車賃貸業（レンタカー業、自動車リース業） 9 28.1

合　計 32 100.0

１

9.4

２

34.4

３

28.1

４

0.0

５

28.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

Ｑ１ 業種

１. 一般乗合旅客自動車運送事業（乗合・路線バス）

２. 一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー・ハイヤー・福祉タクシー）

３. 一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）

４. その他の道路旅客運送事業

５. 自動車賃貸業（レンタカー業、自動車リース業）

割合（%）
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Ｑ２ 貴社の従業員は何人ですか。（○は１つ） 

1. 10 人以下 ２. 11～30 人 ３. 31～50 人 

４. 51～100 人 ５. 101～200 人 ６. 200 人以上 

 
従業員規模を見ると、「４．51～100 人」（31.3％,10 件）が多く、次いで「２．11～30 人」

（21.9％,７件）、「１．10 人以下」（15.6％,５件）、「６．200 人以上」（12.5％,４件）とな

っており、大半が従業員数 200 人以下の事業所となっています。 

業種別で見ると、〔１．一般乗合旅客自動車運送事業（乗合・路線バス）〕は全て「６．

200 人以上」（３件）に回答が見られ、従業員規模が大きな事業所ということが伺えます。

一方、〔３．一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）〕〔５．自動車賃貸業（レンタカー業）〕

は「１．10 人以下」や「２．11～30 人」が多く、従業員規模の小さい事業所が多いことが

伺えます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｑ２:従業員数 × Ｑ１:業種 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※大企業および零細企業には明確な定義はありません。

■中小企業の定義
小規模企業者

資本金の額又
は出資の総額

常時使用する
従業員の数

常時使用する
従業員の数

①製造業、建設業、運輸業
その他の業種（②～④を除く）

３億円以下 300人以下 20人以下

②卸売業 １億円以下 100人以下 ５人以下
③サービス業 5,000万円以下 100人以下 ５人以下
④小売業 5,000万円以下 50人以下 ５人以下

出典：中小企業庁

業種

中小企業者

１．10人以
下

２．11～30
人

３．31～50
人

４．51～100
人

５．101～
200人

６．200人以
上

32 5 7 3 10 3 4

100.0 15.6 21.9 9.4 31.3 9.4 12.5

3 0 0 0 0 0 3

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

11 0 0 2 8 1 0

100.0 0.0 0.0 18.2 72.7 9.1 0.0

9 2 5 1 0 1 0

100.0 22.2 55.6 11.1 0.0 11.1 0.0

0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

9 3 2 0 2 1 1

100.0 33.3 22.2 0.0 22.2 11.1 11.1
５. 自動車賃貸業

２. 一般乗用旅客
自動車運送事業

３. 一般貸切旅客
自動車運送事業

１. 一般乗合旅客
自動車運送事業

４. その他の道路
旅客運送事業

全　　体

属性 上段：実数
下段：横％

合　計

Ｑ２ 従業員数

業
　
種

１

15.6

２

21.9

３

9.4

４

31.3

５

9.4

６

12.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

Ｑ２ 従業員数

１. 10人以下 ２. 11～30人 ３. 31～50人 ４. 51～100人 ５. 101～200人 ６. 200人以上

割合（%）
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Ｑ３ 現在、貴社では、バスターミナル、レンタカーステーション、事務所、整備工場、

駐車場等の新設や移転のご予定、ご検討をなされていますか。（○は１つ） 

1.  新規拠点にむけた新設を予定、検討している 

２. 新規拠点にむけた移転を予定、検討している 

３. 事業拡大にむけて新設を予定、検討している 

４. 事業拡大にむけて移転を予定、検討している 

５. 当面はないが、事業拡大のための新設に関心がある 

６. 当面はないが、新規拠点地を検討しているため、移転に関心がある 

７. 予定（検討）していない  →Ｑ12 へ 

 
 新設または移転の予定については、「７．予定（検討）していない」が５割弱（46.9％,15

件）と多く、次いで「６．当面はないが、新規拠点地を検討しているため、移転に関心が

ある」（18.8％,６件）、「２．新規拠点にむけた移転を予定、検討している」（12.5％,４件）

となっています。これらを『検討または関心がある』（１～６）として見ると５割強（53.2％,17

件）の回答が見られることから、多くの事業所が新設や移転の可能性を示していることも

伺えます。 

 業種別で見ると、〔１．一般乗合旅客自動車運送事業（乗合・路線バス）〕で「２．新規

拠点にむけた移転を予定、検討している」（２件）、〔３．一般貸切旅客自動車運送事業（貸

切バス）〕は「６．当面はないが、新規拠点地を検討しているため、移転に関心がある」（４

件）、〔５．自動車賃貸業（レンタカー業、自動車リース業）〕は「３．事業拡大にむけて新

設を予定、検討している」（３件）で多くの回答が見られることから、これらの業種が新設

や移転に『検討または関心がある』ということが伺えます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｑ３: 新設や移転の予定、検討 × Ｑ１:業種 
 
 
 
 
  

１.  新規拠点にむ
けた新設を予定、
検討している

２. 新規拠点にむけ
た移転を予定、検
討している

３. 事業拡大にむけ
て新設を予定、検
討している

４. 事業拡大にむけ
て移転を予定、検
討している

５. 当面はないが、
事業拡大のための
新設に関心がある

６. 当面はないが、新
規拠点地を検討して

いるため、移転に関心
がある

７. 予定（検討）して
いない

32 0 4 3 1 3 6 15

100.0 0.0 12.5 9.4 3.1 9.4 18.8 46.9

3 0 2 0 0 0 1 0
100.0 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0

11 0 0 0 0 1 1 9
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.1 9.1 81.8

9 0 1 0 1 1 4 2
100.0 0.0 11.1 0.0 11.1 11.1 44.4 22.2

0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

9 0 1 3 0 1 0 4
100.0 0.0 11.1 33.3 0.0 11.1 0.0 44.4

全　　体

業
　
種

１. 一般乗合旅客
自動車運送事業

２. 一般乗用旅客
自動車運送事業

３. 一般貸切旅客
自動車運送事業

４. その他の道路
旅客運送事業

５. 自動車賃貸業

Ｑ３ 新設や移転のご予定、ご検討

属性
上段：実数
下段：横％

合　計

１

0.0

２

12.5

３

9.4

４

3.1

５

9.4

６

18.8

７

46.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｑ３ 新設や移転予定の有無

1.  新規拠点にむけた新設を予定、検討している

２. 新規拠点にむけた移転を予定、検討している

３. 事業拡大にむけて新設を予定、検討している

４. 事業拡大にむけて移転を予定、検討している

５. 当面はないが、事業拡大のための新設に関心がある

６. 当面はないが、新規拠点地を検討しているため、移転に関心がある

７. 予定（検討）していない

N=32
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【Ｑ３で１～６と回答された方へおたずねします】 

Ｑ４ 当市が計画している公共交通ターミナルが、貴社の新設や移転の候補地となる可能

性はありますか。（○は１つ） 

1. ある →Ｑ５へ ２. ない →Ｑ11 へ ３. 現状ではわからない →Ｑ5 へ 

 
 新設や移転の予定、検討をしている及び関心があると回答した 17事業所の公共交通ター

ミナルへの新設または移転の候補地となる可能性を見ると、「３．現状ではわからない」

（47.1％,８件）が多く、次いで「２．ない」（35.3％,６件）となっています。一方、「１．

ある」（17.6％,３件）の回答が少ないため、調査段階においては、公共交通ターミナルが

新設や移転候補地となる可能性は明確ではありません。しかしながら、「３．現状ではわか

らない」の回答が多いことから、今後、新設または移転の候補地となる可能性があるとも

考えられます。 

 業種別で見ると、〔１．一般乗合旅客自動車運送事業（乗合・路線バス）〕は「１．ある」

の回答が２件見られます。また、〔３．一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）〕は「３．

現状ではわからない」の回答が５件見られるため、今後、新設または移転の候補地となる

可能性があるとも考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｑ４: 新設や移転の候補地となる可能性 × Ｑ１:業種 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１．ある ２. ない ３. 現段階
ではわか
らない

17 3 6 8

100.0 17.6 35.3 47.1

3 2 1 0

100.0 66.7 33.3 0.0

2 0 1 1

100.0 0.0 50.0 50.0

7 0 2 5

100.0 0.0 28.6 71.4

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

5 1 2 2

100.0 20.0 40.0 40.0
５. 自動車賃貸業

２. 一般乗用旅客
自動車運送事業

３. 一般貸切旅客
自動車運送事業

１. 一般乗合旅客
自動車運送事業

４. その他の道路
旅客運送事業

全　　体

合　計

Q4　候補地となる可能性

属性
上段：実数
下段：横％

業
　
種

17.6 35.3 47.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｑ４ 新設または移転の候補地となる可能性の有無 n=17

１. ある ２. ない ３. 現状ではわからない
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【Ｑ４で１または３を回答された方へおたずねします】 

Ｑ５ 当該計画地区に新設または移転する場合、施設はどのようなものが考えられますか。 

（○はいくつでも） 

1. 本社施設 ２. 営業所 ３. 整備工場 

４. 駐車場 ５. 自動車用品・自動車部品の販売及び輸出入業務 

６.その他（                                ） 

 
新設または移転を検討している 11 事業所の事業展開の内容を見ると、「２．営業所」が

７件と多く、次いで「３．整備工場」（６件）、「４．駐車場」（６件）となっています。「１．

本社施設」（３件）は他項目よりも少ない結果となっています。 

 業種別で見ると、〔１．一般乗合旅客自動車運送事業（乗合・路線バス）〕は「２．営業

所」及び「３．整備工場」で同数（２件）の回答があり、回答のあった事業所は営業所と

整備工場の併設を想定していることが伺えます。また、〔３．一般貸切旅客自動車運送事業

（貸切バス）〕は「４．駐車場」の回答が多く、他業種と比較すると、「１．本社施設」で

も回答が多く見られます。一方、〔５．自動車賃貸業（レンタカー業、自動車リース業）〕

では「４．駐車場」への回答が見られません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｑ５:移転する場合の施設の事業内容 × Ｑ１:業種 
 
 
 
 
 
 
 
  

3 

7 

6 

6 

0 

0 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

１. 本社施設

２. 営業所

３. 整備工場

４. 駐車場

５. 自動車用品・自動車部品の販売

６.その他 ｎ=11

Ｑ５ 新設または移転する場合、考えられる事業内容
（件）

１. 本社施設 ２. 営業所 ３. 整備工場 ４. 駐車場 ５. 自動車用
品・自動車
部品の販売

６.その他

11 3 7 6 6 0 0

100.0 27.3 63.6 54.5 54.5 0.0 0.0

2 0 2 2 1 0 0

100.0 0.0 100.0 100.0 50.0 0.0 0.0

1 0 1 0 1 0 0

100.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0

5 3 3 2 4 0 0

100.0 60.0 60.0 40.0 80.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 0 1 2 0 0 0

100.0 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0

業
　
種

１. 一般乗合旅客
自動車運送事業

全　　体

属性 合　計

Ｑ５　移転する場合の施設の事業内容　

２. 一般乗用旅客
自動車運送事業

上段：実数
下段：横％

３. 一般貸切旅客
自動車運送事業

５. 自動車賃貸業

４. その他の道路
旅客運送事業
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Ｑ６ 新設または移転する場合の時期としてはいつ頃が考えられますか。（○は１つ） 

1. ５年以内 ２. ６年以内 ３. ７年以上先 

４. 未定 ５. その他（                 ） 

 
 新設または移転を検討している時期を見ると、「１．５年以内」（５件）及び「４．未定」

（５件）が多く、新設または移転を検討している事業所のほぼ半数は５年以内に新設また

は移転を検討している状況です。 
 業種別で見ると、「１．５年以内」を検討しているのは〔１．一般乗合旅客自動車運送事

業（乗合・路線バス）〕及び〔３．一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）〕、〔５．自動

車賃貸業（レンタカー業、自動車リース業）〕となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｑ６:新設または移転する場合の時期 × Ｑ１:業種 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１. ５年以内 ２. ６年以内 ３. ７年以上
先

４. 未定 ５. その他

11 5 1 0 5 0

100.0 45.5 9.1 0.0 45.5 0.0

2 2 0 0 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 1 0
100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

5 2 1 0 2 0
100.0 40.0 20.0 0.0 40.0 0.0

0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 1 0 0 2 0
100.0 33.3 0.0 0.0 66.7 0.0

４. その他の道路
旅客運送事業

５. 自動車賃貸業

属性 上段：実数
下段：横％

合　計

Ｑ６　新設または移転する場合の時期

全　　体

業
　
種

１. 一般乗合旅客
自動車運送事業
２. 一般乗用旅客
自動車運送事業
３. 一般貸切旅客
自動車運送事業

5 1 5 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

Ｑ６ 新設または移転する場合の時期 n=11

１. ５年以内 ２. ６年以内 ３. ７年以上先 ４. 未定 ５. その他

（件）
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Ｑ７ その際、用地の希望面積はどの程度をお考えですか。（○は１つ） 

1. およそ（          ）㎡ 

２. 未定 

 
新設または移転を検討している 11事業所へ用地の希望面積を尋ねたところ、希望面積を

示した事業所は７件となっており、希望面積は最小で「1,000 ㎡」、最大で「6,000 ㎡」と

なっています。また、具体的な面積を示した事業所数で平均面積を算出すると「3,544 ㎡」

となり、未定を平均面積に換算して想定した場合、合計面積は「38,982 ㎡」（約 3.9ha）と

なります。糸満市公共交通ターミナル地区約 4.5ha のうち、分譲想定面積は約 3.0ha（約６

割）としていることから、希望面積が分譲想定面積を上回っていることが伺えます。 

 業種別で見ると、「③5,000 ㎡未満」の回答が多くなっています。また、〔１．一般乗合旅

客自動車運送事業（乗合・路線バス）〕及び〔３．一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）〕

は「④5,000 ㎡以上」に回答が見られるため、他事業と比較すると、大きな面積を必要とす

る可能性があることが伺えます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

Ｑ７　用地の希望面積
面積 件数

1,000㎡ 1

3,000㎡ 2
3,306㎡ 1
3,500㎡ 1

5,000㎡ 1

6,000㎡ 1
未定 4

総計 11

※（　）は実数

①2,000㎡

未満

9.1
(1)

20.0
(1)

②3,000㎡

未満

③5,000㎡

未満

36.4
(4)

50.0
(1)

40.0
(2)

33.3
(1)

④5,000㎡

以上

18.2
(2)

50.0
(1)

20.0
(1)

⑤未定

36.4
(4)

100.0
(1)

20.0
(1)

66.7
(2)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体 n=11

１. 一般乗合旅客自動車運送事業

n=２

２. 一般乗用旅客自動車運送事業

n=１

３. 一般貸切旅客自動車運送事業

n=５

４. その他の道路旅客運送事業
n=0

５. 自動車賃貸業（レンタカー業）

n=３

Ｑ１ 業種×Ｑ７ 希望面積
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Ｑ８ 用地の希望分譲価格は㎡あたりどの程度をお考えですか。（○は１つ） 

1. およそ（          ）円／㎡ 

２. わからない 

 
 １㎡あたりの希望分譲価格を見ると、「わからない」（８件）が多くなっており、具体的

な価格を示した事業所３件の平均額を見ると 20,000 円/㎡となっています。 

 業種別で見ると、〔５．自動車賃貸業（レンタカー業、自動車リース業）〕は「②30,000

円/㎡以内」と希望価格がやや高く、〔１．一般乗合旅客自動車運送事業（乗合・路線バス）〕

及び〔３．一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）〕の「①20,000 円/㎡以内」となって

います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

Ｑ８  用地の希望分譲価格
価格 件数

15,000円/㎡ 1

20,000円/㎡ 1
25,000円/㎡ 1
わからない 8

総計 11

※（　）は実数

①20,000円

/㎡以内

18.2
(2)

50.0
(1)

20.0
(1)

②30,000円/
㎡以内

9.1
(1)

33.3
(1)

③わから

ない

72.7
(8)

50.0
(1)

100.0
(1)

80.0
(4)

66.7
(2)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体 n=11

１. 一般乗合旅客自動車運送事業

n=２

２. 一般乗用旅客自動車運送事業

n=１

３. 一般貸切旅客自動車運送事業

n=５

４. その他の道路旅客運送事業

n=0

５. 自動車賃貸業（レンタカー業）

n=３

Ｑ１ 業種×Ｑ８ 希望分譲価格
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Ｑ９ 建物の高さの階数はどの程度を予定していますか。（○は１つ） 

1. １階 ２. ２階 ３. ３階 ４. ４階 

５. ５階 ６. ６階以上 ７. 未定  

 
 予定される建物の階数を見ると、「２．２階」が４件と多く、次いで「１．１階」（３件）、

「７．未定」（３件）となっており、１～２階の低層が半数を占めています。一方、『３階

以上』（３～６）は、「４．４階」の１件しか見られません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

3 4 1 3 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

Ｑ９ 予定される建物の階数 n=11

１. １階 ２. ２階 ３. ３階 ４. ４階 ５. ５階 ６. ６階以上 ７. 未定

（件）
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Ｑ10 貴社が新設または移転を決定される際に、重要視する要素は何ですか。（○は３つま

で） 

1. 那覇空港へのアクセス  ２. 那覇港等へのアクセス ３. 沖縄本島中南部地域へのアクセス

４. 土地の価格 ５. 用地面積の確保 ６. 道路インフラの整備状況 

７. 人材・労働力の確保 ８. 24 時間操業可能 ９. 関連企業への近接性 

10.従業員の通勤・住居確保のしやすさ 11. 競合店が少ない 

12. その他（                               ） 

 
新設または移転の際に重要視する要素を見ると、「１．那覇空港へのアクセス」（７件）

及び「４．土地の価格」（７件）の回答が多くなっています。 
  業種別、事業内容別で見ても、全体的に「４．土地の価格」を重要視する傾向にありま

すが、〔３．一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）〕や〔５．自動車賃貸業（レンタカ

ー業、自動車リース業）〕は「１．那覇空港へのアクセス」を重視する傾向も伺えます。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

7 

0 

5 

7 

4 

4 

3 

0 

1 

2 

0 

0 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

１. 那覇空港へのアクセス

２. 那覇港等へのアクセス

３. 沖縄本島中南部地域へのアクセス

４. 土地の価格

５. 用地面積の確保

６. 道路インフラの整備状況

７. 人材・労働力の確保

８. 24時間操業可能

９. 関連企業への近接性

10.従業員の通勤・住居確保のしやすさ

11. 競合店が少ない

12. その他 ｎ=11

Ｑ10 新設または移転の際に重要視する要素

（件）
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Ｑ10: 新設または移転の際に重要視する要素 × Ｑ１:業種・Ｑ５:事業内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

７. 人材・労働力
の確保

８. 24時間操業可
能

９. 関連企業への
近接性

10.従業員の通
勤・住居確保

11. 競合店が少な
い

11 3 0 1 2 0
100.0 27.3 0.0 9.1 18.2 0.0

2 0 0 0 0 0
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 1 0 0 1 0
100.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0

5 1 0 1 1 0
100.0 20.0 0.0 20.0 20.0 0.0

0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 1 0 0 0 0
100.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

Ｑ10　新設または移転の際に重要視する要素
属性 上段：実数

下段：横％
合　計

全　　体

業
　
種

１. 一般乗合旅客
自動車運送事業

２. 一般乗用旅客
自動車運送事業

３. 一般貸切旅客
自動車運送事業

４. その他の道路
旅客運送事業

５. 自動車賃貸業

１. 那覇空港への
アクセス

２. 那覇港等への
アクセス

３. 沖縄本島中南
部地域へのアク
セス

４. 土地の価格 ５. 用地面積の確
保

６. 道路インフラの
整備状況

11 7 0 5 7 4 4
100.0 63.6 0.0 45.5 63.6 36.4 36.4

2 0 0 2 2 2 0
100.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 0.0

1 0 0 1 0 0 0
100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

5 5 0 1 2 2 2
100.0 100.0 0.0 20.0 40.0 40.0 40.0

0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 2 0 1 3 0 2
100.0 66.7 0.0 33.3 100.0 0.0 66.7

Ｑ10　新設または移転の際に重要視する要素

５. 自動車賃貸業

属性
上段：実数
下段：横％

合　計

全　　体

業
　
種

１. 一般乗合旅客
自動車運送事業
２. 一般乗用旅客
自動車運送事業
３. 一般貸切旅客
自動車運送事業
４. その他の道路
旅客運送事業
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【Ｑ４で２を回答された方へおたずねします】 

Ｑ11 新設または移転の候補地となる可能性がないのはなぜですか。 

理由： 

 

 

 
 可能性がないと回答した６事業所の理由を見ると、那覇空港までのアクセス、運行のエ

リア外、乗務員の確保、移転予定地が既に決定している等、５件の理由が挙げられていま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

No 理由
1 空港からの距離が遠いため
2 当社運行エリア外である
3 乗務員の確保が難しい。南風原から糸満に移転した時
4 移転予定地が決まっているため
5 那覇空港までのアクセス
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【Ｑ３で７を回答された方へおたずねします】 

Ｑ12 予定（検討）していないのはなぜですか。（○は１つ） 

1. 現在の場所で十分だから ２. 交通渋滞が予想されるから 

３. 移転に伴う資金が十分でないため ４. 利用増が見込めないから 

5.その他（                                 ） 

 
 検討していない理由を見ると、「１．現在の場所で十分だから」が９割弱（86.7％,13 件）

を占めています。また、「３．移転に伴う資金が十分でないため」及び「４．利用増が見込

めないから」もわずか（6.7％,１件）に見られました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

13 0 1 1 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

Ｑ12 予定（検討）していない理由 n=15

１. 現在の場所で十分だから ２. 交通渋滞が予想されるから

３. 移転に伴う資金が十分でないため ４.利用増が見込めないから

５.その他

（件）
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【レンタカー業者の方へおたずねします】 

Ｑ13 レンタカーステーションを整備し、賃貸テナントの設置を検討していますが、その

場合、テナントを借用したいと思いますか。（○は１つ） 

1. 借用したい ２. 借用したいと思わない 

３. 分からない ４. その他（           ） 

 
 レンタカー業者を対象としたテナント借用の有無について見ると、「３．分からない」が

７件と半数を占めており、次いで「２．借用したいと思わない」が３件と多くなっていま

す。一方、「１．借用したい」の回答は見られません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

3 7 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

Ｑ13 テナント借用の有無 n=10

１. 借用したい ２. 借用したいと思わない ３. 分からない ４. その他

（件）
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【全ての企業におたずねします】 

Ｑ14 新設または移転の際に望ましい支援等はありますか。（○は３つまで） 

1. 事業用地の斡旋 ２. 労働力の確保への協力 

３. 補助金等の財政支援 ４. 融資制度の充実 

５. 各種手続に係る調整の支援 ６. 地域内関係団体との調整の支援 

７. その他（                                                 ）

 
  新設または移転の際に必要となる支援等については、「３．補助金等の財政支援」が約

６割（59.4％）と高くなっています。次いで「１．事業用地の斡旋」（56.3％）、「４．融資

制度の充実」（46.9％）、「２．労働力の確保への協力」（37.5％）となっており、多岐にわ

たり支援を必要としていることが伺えます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

56.3%

37.5%

59.4%

46.9%

15.6%

9.4%

3.1%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80%

１. 事業用地の斡旋

２. 労働力の確保への協力

３. 補助金等の財政支援

４. 融資制度の充実

５. 各種手続に係る調整の支援

６. 地域内関係団体との調整の支援

７. その他

無回答 ｎ=32

Ｑ14 新設または移転の際に必要となる支援等
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３.自由意見 

 自由意見を見ると、「計画の趣旨の明確化」や「物流団地整備に伴う道路・交通」に関す

る意見等、６件の意見があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

No 記載内容
1 現在地で十分間に合っている。
2 エンタメ施設の新設。
3 大規模整備工場の新設。（主にレンタカー、バス、タクシー）

4
主旨を明確にした方がよいと思います。レンタカーステーショ
ンの構想は、豊崎地区でも一度提案があったが、いろいろな
条件があわなくて実施には至っていない

5

那覇・中北部への交通アクセス、各種交通関連業種を集約し
ていただき、公共交通の活性化をお願いしたい。現糸満ター
ミナルの老朽化、狭隘のため、土地交換等の措置が可能
か。

6
大規模な物流拠点になると、交通量が増え渋滞による路線
バスへの影響が気になります。道路環境も整備していただき
たく、お願いいたします。
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４.参考資料（アンケート調査票） 

【表面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【裏面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｑ４で１または３を回答された方へおたずねします】 

 

Ｑ５ 当該地域に新設または移転する場合、施設はどのようなものが考えられますか。 

（○はいくつでも）

1. 本社施設 ２. 営業所 ３. 整備工場 

４. 駐車場 ５. 自動車用品・自動車部品の販売及び輸出入業務 

６.その他（                                 ） 

 

Ｑ６ 新設または移転する場合の時期としてはいつ頃が考えられますか。（○は１つ） 

1. ５年以内 ２. ６年以内 ３. ７年以上先 

４. 未定 ５. その他（                  ） 

 

Ｑ７ その際、用地の希望面積はどの程度をお考えですか。（○は１つ） 

1. およそ（          ）㎡ 

２. 未定 

 

Ｑ８ 用地の希望分譲価格は㎡あたりどの程度をお考えですか。（○は１つ） 

1. およそ（          ）円／㎡ 

２. わからない 

 

Ｑ９ 建物の高さの階数はどの程度を予定していますか。（○は１つ） 

1. １階 ２. ２階 ３. ３階 ４. ４階 

５. ５階 ６. ６階以上 ７. 未定  

 

Ｑ10 貴社が新設または移転を決定される際に、重要視する要素は何ですか。 

（○は３つまで）

1. 那覇空港へのアクセス ２. 那覇港等へのアクセス ３. 沖縄本島中南部地域へのアクセス

４. 土地の価格 ５. 用地面積の確保 ６. 道路インフラの整備状況 

７. 人材・労働力の確保 ８. 24 時間操業可能 ９. 関連企業への近接性 

10.従業員の通勤・住居確保のしやすさ 11. 競合店が少ない 

12. その他（                               ） 

 

 

【Ｑ４で２を回答された方へおたずねします】 

 

Ｑ11 新設または移転の候補地となる可能性がないのはなぜですか。 

理由： 

 

 

【Ｑ３で７を回答された方へおたずねします】 

 

Ｑ12 予定（検討）していないのはなぜですか。（○は１つ） 

1. 現在の場所で十分だから ２. 交通渋滞が予想されるから 

３. 移転に伴う資金が十分でないため ４. 利用増が見込めないから 

5.その他（                                 ）

 

 

【レンタカー業者の方へおたずねします】 
 

Ｑ13 レンタカーステーションを整備し、賃貸テナントの設置を検討していますが、その

場合、テナントを借用したいと思いますか。（○は１つ） 

1. 借用したい ２. 借用したいと思わない 

３. 分からない ４. その他（             ）

 

 

【全ての企業におたずねします】 

 

Ｑ14 新設または移転の際に望ましい支援等はありますか。（○は３つまで） 

1. 事業用地の斡旋 ２. 労働力の確保への協力 

３. 補助金等の財政支援 ４. 融資制度の充実 

５. 各種手続に係る調整の支援 ６. 地域内関係団体との調整の支援 

７. その他（                                                   ）

 

Ｑ15 本市に対して企業誘致へのご意見・ご要望などがございましたらご自由にお書きく

ださい。 

 

 

 

 

 

Ｑ16 最後に、貴社についてお聞かせください。 

貴 社 名  

本社

所 在 地
 

ご担当者 所属  氏名  

電  話  E-mail  

※アンケート調査の内容について担当者へご連絡を差し上げる場合がございますので、ご

協力の程よろしくお願いいたします。 

 

～アンケート調査へのご協力ありがとうございました。～ 






